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Water security, being often used as a justifying reason for promoting market 
liberalization of water sector in the developing countries, exhibits the weakness of the 
concept of human security. This study aims to suggest the way to overcome this by 
exploring the possibilities of another important concept of agency in the works of Amartia 
Sen. Applying its analytical framework drawn from sociological theories to the case of 
water insecurity in southwestern Bangladesh, the study shows that agency analysis can 
secure our view to the people as the central agents of development and security 
achievement, that it necessitates us to understand particular insecurity to be prioritized 
and capacities and measures to be enhanced strictly within the context of lived experiences 
of the people, and that it also demands and enables us to explore how the broader structure 
conditions the people’s capabilities and security.
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はじめに
国連開発計画（UNDP）が人間の安全保障を提唱して以来、日本政府は、ODA政策で「人
間の安全保障」を重要な柱の一つとして位置づけ、これに積極的に取り組んできた。近年、人
間の安全保障に関わる日本政府の新たな取りくみとして、世界の水問題解決に貢献し、人間の
安全保障を強化することを目的とする「水の安全保障機構（Water Security Council of Japan: 
WSCJ）」が設立された（2009 年）。これは同時に立ち上げられた「チーム水・日本（Team 
Water Japan: TWJ）」の活動を支援・統括する組織であり２）、TWJは、「国政のリーダーシッ
プの下」、「国民全員の参加を基盤」に、産学官民が人材・資源・技術・ノウハウを結集し、国
内外の水問題解決に取り組むための、分野横断的な連携の枠組みである。それはWSCJのほか、
日本政府（内閣総理大臣および「水問題に関する関係省庁連絡会」）と、各方面からのアクター
が課題別に集まり実践に取り組む「行動チーム」３）から構成される。
こうした動きは、水関連分野での人間の安全保障を強化するための取り組みと見ることもで
きるが、参加する行動主体の多くを民間企業が占める TWJは、水および人間の安全保障とい
う理念のもと、ODAに絡めた水ビジネスの海外展開を明示的に目指している。政府に対しては、
WSCJを通じて「水援助・水ビジネスの海外展開強化方策に関する意見要望」を提出し、「援
助とビジネスのシームレス化／パッケージ化」を目指す方針を打ち出している（水の安全保障
機構 n.d.）。つまり、TWJの掲げる人間および水の安全保障は実質的に、貧困層のニーズに対
応する BOPビジネスや ODAをつうじ、水関連企業が技術・サービスの新規市場を開拓する
試みを支援・正当化する面と、あくまで貧困層が直面する水問題の解決を最優先にした活動の
促進を試みる面を併せ持つものとなっている。
1990 年代初頭以降、国際社会は水を「経済財」と位置づけ、民間組織である「世界水会議」
が主催する世界水フォーラムは、欧米水関連企業と国際金融機関の利害を強く反映して、開発
途上国水分野への民間資本導入（民営化）と、その前提となる経費の利用者負担を議論するた
めの場となった。「水の安全保障」は、これらの政策を推進するべく提起されたという経緯が
ある（GWP2000, WWC2000, Ministerial Declaration 2000）。
上記の日本の取り組みは、こうした欧米主導の取り組みと同一線上に位置づけられるわけで
はない。むしろ、世界規模の政策協議が欧米主導で一方的に展開される中、アジア開発銀行
（ADB）および日本の政府系組織は、やはり水の安全保障を掲げながらも、世界水フォーラム
とは一線を画した政策協議を促すべく、アジア諸国を対象に、ネットワーク形成や国際会議の
開催を手掛けてきた４）。このなかで、日本が主催する第 1回アジア太平洋水サミット（2007）
では、参加した各国政府担当者の間で、「人々が安全な飲料水と基本的衛生設備を入手するこ
とは基本的人権であり、人間の安全保障の基本であること」が確認されるなど（日本水フォー
ラム 2007:4, 122）、欧米資本に主導された世界的な水分野の動向において、日本政府による「水
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／人間の安全保障」の取り組みが、オルタナティブを提示しうる可能性を否定はできない。
しかし、そうはいっても、日本の水関連企業が人間／水の安全保障というスローガンのもと、
産官学連携によるバックアップをうけて海外進出を図っている事実がある以上（中村 2009）、
人間の安全保障という概念に内在する問題点について再検討し、実践上の課題に即してその弱
点を補う方法を検討する必要がある。
以上の課題にてらし、本論 1章では、人間の安全保障について、これまでの議論を踏まえて
問題点を整理したうえで、近年、UNDPが人間開発概念の再検討において用いる「エージェ
ンシー」に着目し、その概念の可能性について、センの議論をもとに検討する。続いて、社会
学の主な議論をベースに、エージェンシーを人間の安全保障の弱点を補うための分析概念とし
て用いる上での視点を提示する。2、3章では、バングラデシュにおける水資源管理事業を取り
上げ、その展開過程を 1章で示した視点で分析し、エージェンシーへの視点の重要性を明らか
にする。最終章では、これらの検討を踏まえ、今後の人間の安全保障にかかわる開発研究およ
び実践上の課題を指摘する。
1．人間の安全保障、人間開発とエージェンシー
1-1．人間の安全保障をめぐるこれまでの議論
人間の安全保障という概念は、人間開発のプロセスが将来にわたり持続するよう保障する取
り組みとして、国連開発計画が 1994 年に提起した５）。以来、同概念は、生活・生命の安全を脅
かされている人々を中心に、様々な非軍事的脅威に対応する必要性と、冷戦構造下で切り離さ
れてきた開発と安全保障の不可分性とについての理解を広く促し、各国政府や国際機関の政策
決定に重要な影響を及ぼしてきた。しかし人間の安全保障をめぐっては、その意味・内容と運
用にかかわる主な弱点として、以下のような問題が指摘されてきた。
すなわち、同概念は、生命・生活の安定を脅かされる人々にそうした状態を強いてきた歴史
的文脈と社会関係の構造を明らかにする術を持たないこと（武者小路ほか 2002：188、峯
2009：58-59）、そのため、多様な人間の存在を具体的文脈から切り離し、抽象的・普遍的な「人
間」一般として（佐藤 2004、森山 2008、清水 2008）、なおかつ自己の安全を自ら守る主体でな
く、国家その他の主体によって保護されるべき客体として措定していること（重光 2001：260、
武者小路 2003：103）、これらの結果、国内外の様々な国家・非国家主体が権益目当てに行う民
間人対象の恣意的介入が、人間の安全保障の名のもとに正当化される危険性があること（小倉
2009：264）、である。
こうした問題の背景には、国家と人間、国家の軍事的安全保障と人間・人権とのあいだの根
本的な矛盾が未解決のまま残されている（佐藤 2004）。この点を重視する立場から見れば、人
間の安全保障が国家の安全保障を補完するという「人間の安全保障委員会（Commission on 
146 大倉　三和：バングラデシュ南西部の水資源管理にみる水のインセキュリティとエージェンシー
Human Security, 以下、CHS）」報告書が示した位置づけは（2003）、後者のために前者を掲げ
て国家が介入するという倒錯さえ許すものとなり、同概念に対する懐疑はさらに深まることに
なる（小林 2004、山形 2004、清水 2008 など）。
一方で、概念そのものの意義を肯定的に評価する立場から、これを有効に活かす方途を探ろ
うとする論者にとって、上記のような同概念の弱点は、CHSの報告書が打ち出した、より慎
重な定義・解説によって、一定程度は緩和されたように思われる。その根拠として、第一に、
UNDPによる当初の定義では、人間の安全保障がより均質的・平面的に捉えられていたのに
対し、CHSの報告書は、「個人や社会によって異なる」状況に対応しうるダイナミックな概念
とするべく、人間の安全保障を「人間の生にとってかけがえのない中枢部分を守り、すべての
人の自由と可能性を実現すること」と定義した６）。第二に、人間の安全保障が、人間を保護の
対象、受け身な存在として位置づけ、外部者による恣意的介入を助長しかねないという弱点に
関連して、CHSでは、重要な説明が加えられている。すなわち、人間の安全保障を達成する
戦略として、CHSは UNDPと同様に「保護」と「能力強化」を指摘するが７）、この「能力強化」
について報告書は、「人間は危険な状況に置かれていても、たいていの場合自ら解決の糸口を
見出し実際に問題を取り除いていくことができる」とする（人間の安全保障委員会 2003:13）。
そして、人間の安全保障の実現・推進においては、「困難に直面する人々に対し外側から何が
できるかということよりも、その人々自身の取り組みと潜在能力をいかに活かしていけるかに
重点を置いてしかるべき」と明記する（同上書 20-21）。
つまり、人間の安全保障において、急激な変化で生命や生活が脅かされた人々に対し、厳し
い局面をしのぐための短期的な保護・救援は不可欠であるが、こうした困難な状況にある人々
の安全を守る一義的な主体はその人々自身であること、他の主体には、この「人々が自らのた
めに、また自分以外の人のために行動する能力」に着目し、それを支え強化（エンパワーメント）
するための制度・環境を整えること、また、人々が直面する脅威の源にある問題を取り除くこ
とが要求されているのである。
個々の人々や地域社会の内発性に依拠した持続可能な発展を実現するには、武者小路らが指
摘するように、発展のあり方を、外部の機関や技術官僚による「客観的」定義によらず、地域
や個人により多様に異なる状況のなかで、当事者が日常的に経験する不安・不安全と、彼らが
自ら安全を追及するイニシアティブのなかに求める必要がある。またこれには、上記のような
人間の能力や主体的な選択・行為についての理解が、人間の安全保障に不可避のものとして、
広く認識される必要がある（武者小路ほか 2002、武者小路 2003：103-106）。このことは、国
家やその他の外部主体が、弱者の窮状に介入しながら自己の権益確保を図る行為に対し、人間
の安全保障の概念が、それを正当化する根拠としてよりは、一定の歯止めとして作用しえるた
めにも不可欠である。
しかしながら、CHSは報告書の別の箇所に、「人間中心であること」の意味として、人々を「保
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護」の対象に位置づける一方で、その「担い手」に含めていないという矛盾を残している（13）。
また方法としての「能力強化」にかんする説明も、その対象に関して付きまとう「外部からの
支援や作用に依存した受け身の存在」というイメージを払拭するのに十分な明確さ・具体性を
もって示されているとはいえない８）。そのため、CHSが能力強化という人間開発により近い取
り組みについて示した解釈の重要性は、同概念が提起された当初ほどのインパクトを持って関
係者の間で受け入れられているとは思えず、実際に運用において持ちえる効果も限定的にとど
まっていると思われる。
安全保障という、従来は国家レベルで用いられてきた用語には、権力者が通常の民主的政治
手続きの制約を受けずに、差し迫った事態を他の課題に優先して扱うことを可能にする傾向が
内在している（Buzan et.al. 1998:25-31）。人間の安全保障においてこの傾向を回避しながら、
貧困や紛争を経験している人々の状況に対する理解と支援の改善に結びつけるためには、誰が
その中心主体なのかが不明確で、人々の生命・生活に対する脅威を生じる社会構造を分析する
術がないという、同概念の弱点を克服する必要がある。
1-2. 人間開発、ケイパビリティ・アプローチとエージェンシー
UNDPは、「人々の選択の幅を拡大すること」との定義で広く認知されてきた人間開発の概
念について、2010 年の『人間開発報告書』（HDR）で若干の定義の見直し・修正を行っている。
当初、人間開発は時代や文化の違いを超え、多様な文脈で解釈・実践可能な概念とするよう、
中枢部分のみを示す形で定義されたが、その意味内容はこのフレーズで説明しきれるものでは
ない（UNDP2010:22）。UNDPはそう指摘したうえで、20 年間に開発現場から得た経験と、
人間開発およびケイパビリティに関して蓄積された研究成果を踏まえ、次のように、従来より
詳しい定義を示した（ibid.）。
　 　人間開発とは人々の自由を拡大することである。それは、人々が長く健康的かつ創造的
な人生を送り、自らが価値あるとみなす目標を前進させ、また多様な生命が共生する地球
における開発を、衡平かつ持続可能とする取り組みに積極的にかかわる自由である。人々
は個々人、また集団として、人間開発の裨益者であるとともに主体（drivers）なのである。
UNDPは、こうして定義される人間開発は、福祉、エンパワーメントおよびエージェンシー、
正義の三要素から成るとして（ibid）、HDRでの主要概念の説明には殆ど用いられなかったエー
ジェンシーという語を、人間開発の定義づけのなかで示している。そして、UNDPも指摘す
るように、人間開発アプローチの理論的基礎をなす A.センの福祉や自由、開発をめぐる考え
方のなかで、このエージェンシーは、重要な鍵概念の一つをなす９）。
周知のとおり、センのケイパビリティ・アプローチにおいて、開発は「人々が享受する様々
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の本質的自由を増大させるプロセス」と捉えられる（セン 2000:1）10）。センは、こうして自由
を中心とする開発プロセスの理解を、「非常にエージェント志向の見方」であるとしている（同
上書 :10）。
ケイパビリティやエンタイトルメントほどひろく理解されていないエージェント／エージェ
ンシー概念であるが、センの議論を通じてこの概念の意味・位置づけを理解すれば、これが、
人間開発および人間の安全保障という概念について残る問題点を克服する可能性を示すもので
あることが分かる。なぜならエージェンシーは、人々こそが開発の中心主体であることと、そ
れらのプロセスの多様性、また集合的側面を捉える概念だからであり、さらにそれは、人々の
多様な開発・安全保障の方法・プロセスを条件づける構造をも捉える概念だからである。
センはエージェントを、経済学やゲーム理論で時々使われる代理人といった意味でのエー
ジェント、また従来の開発計画での人々に対する認識に通ずる patient（受動者）と区別し、「行
動し変化をもたらす人物、そしてその成果を我々が何か外部の基準によっても評定するかどう
かはともかく、その人自身の価値と目的を基準に判断されるような人物のこと」と説明する（同
上書 :10, 18）。センによれば、自由が開発の過程にとって何より重要で、またこうした理解がエー
ジェント志向の見方であるのは、開発の達成が、人々の自由なエージェンシー（能動的に行為
する力）に全面的に依存しているからである（同上書 :2）。
このように開発との関係で重要な位置づけを与えられるエージェンシーを、センは先に、功
利主義の考え方の問題を論じる文脈で用いている（Sen1985, セン 1999）。すなわち、人には、
自らの福利増大を目的として行動する面だけではなく、他者の福利のためや、より広範な目的
のために価値を見出し行動するエージェンシーの側面がある。自分自身の「福祉を達成するた
めの自由」を実際に行使するか否かは、その人自身のエージェンシーとしての目的に依存して
おり（1999：106）、このエージェンシーの側面を理解するには、その人自身の目的、目標、献身、
義務感のほか、善についての考え方をも考慮に入れる必要がある（1985:203-204）。
以上の議論から確認できるように、エージェンシーとは、ある人がどういった事や状況に価
値を見出して何に目的を定め、そのためにどの機会を選択するかを考え判断し、それを実行す
る力（主体性・能動性）である。この判断・選択・行動とその力なくしては、個々人の福祉の
達成、より広範な自由の増大というプロセスは始まらない。ゆえに、エージェンシーは開発の
主たる推進力なのである（セン 2000:2）。またそれは、自己の福利を追求するにとどまらない
人間の側面、つまり、他者の福利達成を助けたり、より広範なことに取り組むなど、協力ない
し共同という集合行為の側面を捉えている。これらの点から、エージェンシーは、人間開発、
ひいては人間の安全保障の中心主体が、社会関係のなかの個人や人々にほかならないことを確
認するものである。
こうしてエージェンシーの重要性をふまえて人間開発や人間の安全保障を捉えなおすなら、
これらの課題に支援者として取り組む者には、支援対象とする人々のエージェンシーとして、
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特定の状況におかれた人々が何に価値を見出し、どのような変化にむけどのような行動を選択
するか、その結果を人々がどう評価するかについての理解が求められる。それは同時に、人々
の置かれている歴史的文脈や社会構造についての理解をも必要とする。なぜなら、人々のエー
ジェンシーの源泉となり、エージェンシーの発現に影響しているのは、広義の制度環境（経済
的機会や政治体制、社会的な力のほか、健康と基礎教育、そして自発性・独創性の涵養を可能
にする諸条件など）だからであり、それは同時に、人々による自由の行使によって変化もして
いるからである（セン 1999:5）。
これは、人々の行為とその結果を、あくまでもその人々が位置する個別具体的な制度環境、
すなわち構造との関係において理解する必要があることを意味する。このようにエージェン
シーは、人々の選択や行為を構造との相互関係において分析する視点を組み込んでいる。この
視点によって、人々の不自由やインセキュリティを条件付ける構造の分析が可能となり、同時
に、人々が価値あると認め目指す事柄や状況、そのために選ぶ手段・行為と、その連続からな
る開発・発展のプロセスが、個々の社会や集団におうじて多様に異なることを示すことができ
る（セン 2000：34-35, 77-80）。
以上のように、エージェンシーという概念は、人間開発と人間の安全保障における中心主体
が人々自身であり、そのプロセスが、人々の互助や広範な広がりをもつ取り組みへの参加といっ
た集合行為を含む、多様かつダイナミックなものであることを示している。またそれは、多様
な人々の行為とエージェンシーを、構造との相互関係において分析することを要請し可能にす
る。UNDPがエージェンシーを用いて人間開発概念の定義・説明を更新したことは、センの
ケイパビリティ・アプローチにおける、こうしたエージェンシー概念の重要性を踏まえ、人間
開発・人間の安全保障に残る弱点を克服する試みと理解できよう。
では、具体的にどのような視点でこれに接近すれば、構造との関係におけるエージェンシー
の実態を明らかにし、人々の経験に即して脅威やインセキュリティ、また志向するセキュリティ
のあり方、とるべき手段を理解することができるだろうか。
1-3．エージェンシーの分析視点
エージェンシーは、人の行為と社会構造との関係のあり方をめぐって、構造の行為に対する
拘束性・外在性と、人間の行為の能動性・創造性との間の矛盾を克服することを可能にする、
社会学の重要な概念である。このことを理論的に示したギデンズは、構造化（structuration）
理論において、社会システムの構造的特性は、人々の行為を条件づけ可能にする媒体であると
同時にその行為の結果であり、日々の生活で私たちが行為を産出するモメントは、同時に社会
構造を産出するモメントであるとして、構造の外在性を否定する。人が意図することを実行す
る能力であるエージェンシーは、その実践によって当該行為がなされなかった場合との違いを
生じるという影響・変化を、行為の文脈や周囲の状況に対して及ぼす力の行使を意味する
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（Giddens1984: 9, 14-15）。
構造と行為の相互規定性を捉えるギデンズの「構造の二重性」は、先のセンによるエージェ
ンシーの捉え方に通底する。しかし、この構造化理論は、エージェンシーが構造を捉えて変化
をもたらす局面よりは、行為が周囲の状況におよぼした影響や変化、また意図せざる効果が受
ける、自身や他者の「再帰的点検（reflexive monitoring）」によるフィードバックが、構造の
再生産につながる局面に力点を置いている（ibid.:5-6）。
一方、アクター志向の視点（actor-oriented perspective）から開発社会学を提起する N.ロ
ングは、エージェンシーを、開発にかかわる多様な主体が織りなす社会関係や相互行為の連鎖
のなかで相対的に捉えるべきものとする（Long2000:16-20）。なぜなら、開発・発展は、専門
家による一方的・計画的な介入や、裨益者に対する支援のプロセスとして一面的に捉えられる
ものではなく、いかなる外部からの変化の要素も、独自の戦略や計画、対立する関心をもつ多
様なアクターによってそれぞれの生活世界に内部化され、変化はそうして相互に交渉するアク
ター間のインターフェイスにおいて、多面的に構成されるからである（ibid: 25-28, 88-89）11）。
このアクター志向の視点は、行為者や社会集団間で価値志向が異なる現実を重視している点
で、発展の多様のあり方についての理解を求める人間開発・人間の安全保障概念に親和的であ
る。しかし、相互関係の中で多面的現実を構築する各アクターのエージェンシーが、独自の論
理に基づくプロジェクトとして分析される一方で、構造との関係の分析は見えにくい。
ギデンズを含め、人間の行為や規範構造を扱う社会理論でエージェンシーがどう扱われてき
たかを検討・整理したエミルバイヤーとミッシュ（1998）は、これらの理論がエージェンシー
の体系的分析を欠き、これを曖昧で捉えにくい概念のままに置いてきたことを指摘する。そし
て、人々のエージェンシーのダイナミックな可能性を捉える鍵は、時間にともなうその可変性
を捉えることにあるとし、そのための分析枠組みとして、エージェンシーを構成する 3要素を
次のように提示する。すなわち、（a）過去の経験（記憶や既存の組織・制度など）を踏まえた
慣習的行為の反復、（b）過去の経験に照らしながらも将来の変化にむけて行う、直面する課題
に関する他に可能な対応の構想、（c）構想したことを実践に移すための、現実の文脈に即した
問題設定や構想の調整、再検討、判断、選択、他者との討議など、である。
人間の安全保障が、どのような価値を何の脅威からどのような手段で人々が守ろうとしてい
るかを問うものであることを、以上の考察と考え合わせるなら、人間の安全保障を支援する取
り組みにおいては、対象地域の人々のエージェンシーとして、少なくとも以下の点を理解する
ことが不可欠ということになるだろう。
（1）　 自らが置かれた自然的・社会的環境のもと、人々が、脅かされているとみなす価値、
優先して解決すべきと考える問題とは何か。
（2）　 その問題を解決するために、人々が、現在の自然・社会的環境の諸条件と、これまで
の経験に照らしてどのような方法を構想するか。
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（3）　 人々がそうして構想する方法の実践に際し、他のアクターとの関係や構想内容を実状
に照らしてどのように調整するか。また実践の成果・作用が、意図せざるものも含め、
どのように点検・調整されて、次なる実践の条件として構造化されているか。
次章では、バングラデシュにおける水環境管理にかかわる政府事業をとりあげ、現地調査の
結果をもとに、上記のようなエージェンシーへの視点から事業の展開過程を分析し、人々が経
験するインセキュリティの実態と、人々のエージェンシーが果たした役割、それに対する構造
的制約の所在を明らかにする。
2．バングラデシュ南西部における人間と水のインセキュリティ
2-1. バングラデシュにおける水のインセキュリティ：概況
バングラデシュは、ガンジス、ブラマプトラ、メグナという世界的な国際河川の最下流域に
位置し、これらの河川とその支流の堆積作用により形成されるデルタ低平地の国である。今日、
同国の水分野の主な問題として一般的に認識されているのは、次の 3つである。
第一は気候変動影響である。洪水常襲地である同国については、洪水被害がさらに拡大する
とともに、海面上昇の影響をうける高い危険性が指摘されており（IPCC2007）、水資源・環境
への気候変動影響の点で最も脆弱なグループに入るとされる（Sullivan and Huntingford 
2009）。
第二は国際河川問題である。57 の河川を他国と共有する最下流国のバングラデシュは、国内
水需要への安定供給が、上流諸国の河川利用状況に大きく影響される。この不確実性を減じる
ために必要な国際水配分協定は、インドとの間に締結されたガンジスとティースタの 2河川に
関するものにとどまる。前者の協定についても（1996 年締結）、バングラデシュの流量配分率
が従来の 59％から 52％に減っている点、最低流量保証条項と紛争解決のための規定が欠如し
ている点などで、下流に位置する同国にとって不利な内容となっている（Salman and Uprety 
2002: 174-177）。
第三は飲用水の問題である。国民の 74%は比較的安全な飲用水を利用する一方で、他の多
くが、同国基準値（0.05mg/l）を超える濃度でヒ素に汚染された地下水を摂取しており、健康
リスクに晒されている（Rasheed 2008:98）。
2-2. 南西部沿岸地域の水環境：開発と変化
本章でとりあげる事例地域は、バングラデシュ国内のガンジス川水系域（Ganges 
Dependent Area：GDA）でインド国境に近い南西部の沿岸域、地形区分では主としてガンジ
ス潮汐氾濫原 12）の北西端にあり、世界有数規模のマングローブ林（シュンドルボン）の北で
シャッキラ、クルナ、ジェソールの三県が隣接し合う県境一帯である。無数の支流が網の目を
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成しつつ海に達するこの地域では、河流と潮流が大量の土砂を運ぶ。土砂は、満潮時に氾濫原
のビール（Beel）と呼ばれる低地に堆積し、低湿地を形成してきた（海津 1997:111-112）。雨
期（7-9 月を中心に 5-10 月）から乾季（1-4 月を中心に 11-5 月）の初めにかけて湛水する低地は、
シャッキラ県やクルナ県北部を含むガンジス潮汐氾濫原北部（GDA中部）に数多く分布する。
人々は自然堤防上の微高地に住まい、畑を耕し、果樹を植える一方で、微高地の間や背後に広
がる低地では、稲作や漁労ないし養殖業を営み、生計をたてる。
1950 年代まで、当地の人々は毎年 3月ごろに低地の川付近に土で堤防をつくり、耕地を潮水
から守りつつ稲作を行っていた。この堤防は雨期の間に次第に弱くなり、乾期に入ると高潮で
崩れるため、ベンガル語で「8か月間の堤防」を意味する ostomasi badhと呼ばれていた。堤
防が崩れると、低地には潮が運ぶ養分豊富な土砂が堆積し、土壌中の塩分は降雨である程度希
釈されるが、塩分に耐性のある在来種のアマンが栽培されていた（EGIS1998:7）。この習慣は、
1960年代に沿岸一帯で農業近代化のための築堤事業（1961-78年）が実施されるまで続けられた。
同事業で建設された 108 の輪中堤（polder）は、沿岸一帯の 140 万ヘクタールの土地を囲んだ。
南西部には、概ね 1960 年代のうちに 37 の輪中堤が建設された。しかし、この南西部一帯で築
堤後の農業近代化が成果をあげたのは、1970 年代の 10 年程にとどまった。1980 年代に入る頃
には、水門を使った排水が機能しなくなり、堤内に深刻な湛水（water-logging）が毎年のよ
うに発生するようになった。湛水とは、洪水の要因が何であれ、建物や低地の浸水、耕作地の
冠水などが、排水不良により長期化することである。通常の多雨による洪水であれば、水は広
域に拡散しながら数日内に排水され、社会経済への打撃は限定的であるが（Schendel 2009:7）、
浸水の長期化は、住民生活を静かに、全面的に脅かす災害である。
この地域で湛水につながる排水悪化の最大の要因は、輪中堤そのものである。1960 年代の築
堤事業は、ヒマラヤ山系に水源をもつ大河川が形成するベンガルデルタに固有の水文環境、と
くに河流と潮が運ぶ大量の土砂の働きについて理解を欠いたまま（IWM2009:5）、そうした土
砂や潮汐の影響が少ないオランダの技術を導入し実施された。輪中堤は、河川網を随所で断ち
切ることにより潮汐による氾濫を防ぐ一方で、潮が運ぶ土砂の行き場を奪った。乾季の水門閉
鎖中に堤外河床に堆積する土砂の処理（浚渫）がおいつかず、多くの水門が数年のうちに開閉
不能となった（Rahman,A.1995:10）。河床が堆砂で高くなった河川は雨期に容易に氾濫し、堤
内が浸水するが、排水がままならないため、湛水が発生するのである。この状況に拍車をかけ
る第二の要因が、ガンジス川上流ファラッカ堰からのインドによる取水（1975 年以降）の影響
である（EGIS1998:10）。これにより、ガンジス水系下流にあるバングラデシュ南西部では、
乾期の河流が減少し、潮汐による堆砂が助長される事態となっている。
南西部潮汐河川域の湛水被害は次第に広がり、1992 年から政府が排水改善事業の対象として
きた被災地域は 127,800haに及ぶ。1990 年代には、そのさらに西のコバダック川流域でも排水
不良による洪水と低地の湛水が発生し始め、2000 年代以降は年ごとに被害が深刻化してきた。
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2-3．水のインセキュリティとしての湛水被害の実態
コバダック川を西の境とするジェソール県シャゴルダリ・ユニオンは、1998 年から毎年、雨
期に広範囲で家屋や低地が浸水し、長く湛水してきた。初期には1、2カ月だった浸水期間は徐々
に長くなり、2008 ／ 09 年には、乾期も終わりに近い 3月になっても、域内低地の多くは池の
ように湛水していた。同年のコバダック川洪水で村のほぼ全域が被災したA村（298世帯）では、
聞取りを行った 55世帯の 85％が、家屋ないし耕地での湛水被害を 2000 年から毎年受けており、
65％はそのたび、冬場を挟む約 3～ 6カ月の間、避難所につくった簡易な小屋での生活を余儀
なくされてきた。この間、政府や NGOから支援物資は届けられるものの、家族数の多い世帯
では、日に 2回の食事もままならないなど、生活環境は極めて厳しい。水が大方ひく 1～ 2月
には、避難場所から通いながら、浸水で崩れた土製の床と家屋を修理しなければならない。
最大の問題は、湛水期間中は耕作できる土地と就労機会が域内にほとんど無くなり、人々の
生計手段が奪われることにある。多くの世帯が、生き残った家畜や枯れずに残った木の販売、
借金、町でのわずかな日雇い労働、地元でわずかにとれる魚の販売・消費、クズ鉄収集などで
しのぐ。妻がマットづくりや他家の家事手伝いなどで家計を補う世帯もある。
同ユニオンでは、浅管井戸の 88%、深井戸の 25％で基準値を上回る濃度でのヒ素汚染が確
認されており（Asia Arsenic Network 2006）、A村でも状況はほぼ同じである。多くの村民に、
自ら砒素除去フィルターを購入する余裕はない。飲用には汚染されていない井戸まで水を汲み
に行くか、汚染レベルが中程度以下の井戸を利用する。当地の人々にとっては、10 年近く経済
的困難を強いてきた湛水問題が、地下水のヒ素汚染よりも解決を優先すべき水のインセキュリ
ティなのである（A村住民への聞き取り）。
3．住民のセキュリティ実践と「潮汐河川管理手法（TRM）」の事業化
バングラデシュ南西部の潮汐河川域では、湛水問題の発生から今日までほぼ一貫して、浚渫
と構造物の強化・増設でその排水改善を試みる水資源省水開発局（Water Development 
Board: WDB）と、こうした構造物アプローチに反対し、持続可能な手法での解決を自ら模索
しつつWDBに要求する地元住民らとの間で、被害状況の認識や解決の方法・組織・手続き等
をめぐる公式・非公式の交渉が続けられてきた。「クルナ・ジェソール排水改善事業（Khulna-
Jessore Drainage Rehabilitation Project: KJDRP）」は、WDBが湛水を解決するべく ADB
の融資を受けて実施した事業であるが（1994-2002 年）、当初は構造物アプローチを内容として
いた事業で最終的に採用された「潮汐河川管理（Tidal River Management: TRM）」という手
法は、住民が 1980 年代半ばからの試行錯誤をつうじて形成し、関係組織との交渉を通じて事
業での採択にこぎつけたものである。
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3-1.　潮汐河川管理（TRM）とは
潮汐河川管理（TRM）は、潮や土砂を堤外に排除する輪中堤の発想とは逆に、堤防を切っ
て自然の潮汐・沖積作用を引き入れることで土砂を利用・管理する、非構造物アプローチの手
法である。1か所につき約 5年かける TRM実施中、堤内では、潮受け・土砂溜め用の池（basin）
として機能する低地で日に 2回、満潮時に土砂が離水・沈積し、土地がかさ上げされる。土砂
を落とし流勢を増した引き潮は、堤外河床に堆積した土砂を押し流すため、堤内からの排水と
同一水系の河流が回復・改善される。水系の下流に位置するビールから順に TRMを実施し、
間断なく循環的にこれを続けることで、河床堆砂による排水悪化・低地湛水を予防することが
できる。
低地を耕作等に利用する多くの周辺住民にとって、TRMの要諦は、河床の土砂の除去と河
流の改善にとどまらず、雨期も稲の生育が可能な水深に冠水レベルを維持できるよう、堤内に
導入した土砂による低地の嵩上げを十分かつ均等に行うことにある。この目的を実現するには、
低地の面積や潮流規模によって 5~10 年の TRM実施が必要とされる。その間、低地の周囲に
設置された簡易堤防で周辺宅地は浸水から守られる。低地では耕作が完全に不可能となる一方
で魚量が増えるため、住民はそこでの漁で生計のうめ合せをはかる。TRM終了の直後に土壌
に残る塩分は雨期の降雨・排水で希釈され、翌年再開される稲作では、向こう 2，3 年は新た
な土壌の養分で高い収穫が得られる。
この手法の構築は、当初、住民には Jowar bhata（ベンガル語で「自然な潮の満ち引き」の
意：以下 JB）、政府にはパブリック・カットと呼ばれた、住民による非合法の堤防切断に始ま
り、その経験をもとにした住民の提案が、専門機関による科学的根拠づけを得てTRMとなった。
3-2.「パブリック・カット」から TRMへ：住民運動による在地の知恵の構築過程
1980 年代に入って湛水問題に直面し始めた際、人々はまず政府（WDB）に対し、最初はショ
ベルカー、続いては浚渫機による、河床・水路の浚渫を要請し、解決を政府に託した。WDB
はそれぞれの要請に応じたものの、いずれも 1、2 年の内に再び堆砂が進み、排水の悪化と湛
水が再発する結果となった。湛水被害地の住民が堤防の一部を切り崩すという事態は、この後
1980 年代半ばになって起こり始めた。一方のWDBは、次の対応策として、浚渫と大型排水門
の増設を柱とする堤防強化事業（1987/88-）に着手したが、事業地域住民の反対により中止さ
れた。これらのことは、地域の人々が、WDBの構造物アプローチと浚渫という短期的対処の
限界を認識し、それに反対するだけでなく、より効果的な堆砂・湛水の解決方法を自ら模索し
始めたことを示す。
TRMという生態系サービスを利用した土砂管理で湛水を解決するという手法が確立される
までに、この南西部潮汐河川域で、各地の住民が試行錯誤で実施した堤防切断（JB）は 6か
所 7回、KJDRP終了後に事業地域外で行われた 1回を除くと 5か所 6回にのぼる。JBを実
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施したビールの周辺住民たちが、当初から潮と沖積の作用がどういう効果をもたらすか、体系
的に理解し狙いとしていたわけではない。各実施場所で行った聞き取りをもとに大まかにまと
めるなら、1980 年代後半に実施された 3回の JBでは、低地からの排水に力点が置かれ、土砂
による低地の嵩上げよりは、排水による直接の湛水解決ないし軽減に期待が向けられてい
た 13）。ところが 1990 年代に実施された 3回の JBでは、住民らは明らかに水門前に堆積した
土砂を堤内に導入することを狙いとし、低地を嵩上げしながら湛水と堤外堆砂を解決すること
を目指していた。また、前者 3回で 6ヵ月未満だった JBの実施期間は、後者 3回で 2~4 年と
長期化している。これは、堤防切開による湛水解決の効果を十分に達成するには、時間をかけ
て土砂を低地に分散・堆積させる必要があり、その効果は切開中の宅地浸水のコストを上回る
ものとなり得るという見通しについて、住民を説得する材料や組織力がそろい、周辺住民の理
解・確信が得られつつあったことを示す。
堤防の切断を湛水解決の手段として構想・選択し、実行する際の判断材料となったのは、
1960 年代の築堤まで当地で実施されていた「8ヶ月間の堤防」づくりに関する記憶や知識であ
り 14）、過去に堤防が風雨で決壊した箇所から土砂が入り、低地の一部が嵩上げされたのを見た
経験 15）、そしてより一般的には、水門前に溜まった土砂を見て、低地で農耕に従事してきた者
の多くが持った、「あれを堤内に入れられればいいのに」という発想など 16）、生活の中で形成・
蓄積される当地の歴史や自然環境についての知識・経験であり、この土地に固有の生活知であ
る。
こうした人々の間のローカルな知恵や、それを根拠とした「堤防を開く」という発想を、組
織化し実践につなげる役割を果たしたのは、左派政治組織「農民行動委員会（Krishak 
Sangram Samity: KSS）」であり、また、労働者党の地元メンバーが主導する地元市民組織で
ある。もともと親中国派の東パキスタン共産党に出自をもつ KSSと労働者党は、パキスタン
独立後の土地制度改革が不徹底なままで建設された輪中堤が、農村の富裕層のみに裨益してき
たとして、輪中堤の存続そのものに反対する姿勢を示していた。特に KSSは、1980 年代には
軍事政権の独裁や地元有力者による零細農家への違法な介入などに武力をそなえて対峙し、小
農民の利益を守る活動に取り組んでいた。湛水被害に困る住民も、公式には違法行為に当たる
堤防切開を軍政下で実現するには、こうした政治勢力の助けが不可欠であった。住民から得る
情報を総合した JBの計画、住民間の合意形成をふまえた参加・協力の動員、JB断行という
主導的役割を担った KSSおよび労働者党メンバーらのエージェンシーは、堤防切開による湛
水の解決にとどまらない、農村の格差是正を目指す運動の文脈に位置していた。
しかし、1980 年代末の全国的な軍政批判と民主化運動の高まり、また湛水被害地域の拡大に
ともなって、アワミ・リーグをはじめとする主要政党の地元メンバーや地元 NGOなど、この
問題に取り組むアクターが多様化し始めると、左派政治組織メンバーらの運動主導者としての
影響力は低下していった。1990 年のダカティア・ビールでの大規模な JB実施をめぐり、こう
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した多様なアクター間での連携が形成されたのを境に、運動の流れは、輪中堤の撤廃ではなく
それとの共存、共存のための JBによる湛水解決という方向に一本化し、そのなかで農村の格
差是正という課題認識は、大きく後退することとなった。
1990 年代、当地の湛水問題に対する地域住民のセキュリティ実践をめぐって発揮された指導
的エージェンシーは、より計画的で土砂管理に主眼を置いた JBの組織化・実践と、この手法
での取組みの制度化に向けたWDBとの交渉の二面において、新たな地元リーダー層らに発揮
された。
WDBと住民との非公式ながらより組織的な交渉は、1990 年の大規模な JB実施直前に、住
民組織の連帯がその実施をWDBに対して要請した時に始まっていた。効果的に JBを実施す
るには、宅地を浸水から守る簡易堤防の設置や低地内の水路掘削、モニタリングなど、専門機
関による役割が欠かせないからである。1991 年、それまで個別に活動してきた地元リーダー層、
なかでも多くが学校教員として働く数名が、県境 3郡を中心とする地域の住民により代表とし
て選出され、湛水被害地をかかえる南西部 3県 9郡各地のリーダー層やユニオン評議会（自治
体の最小単位）議長と協力してこの問題に取り組むための「水委員会（Pani Committee）」が
設立された。これは NGO登録をしていない市民組織であり、郡レベル委員会に 30 ～ 50 人の
メンバーが有志で参加するネットワーク組織である。水委員会を中心とする対WDB交渉は、
1990 年の大規模な JBを機にWDBが持ちあげた、新たな事業計画の内容をめぐって展開した。
WDBの委託をうけたコンサルティング会社が、JBと類似はするが根本的に異なる固定型
の潮溜め低地（Tidal Basin:TB）を設置する事業案を提起すると、水委員会をはじめとする地
元の市民組織や NGOは、この案に関し住民に意見を聞く活動を各地で開催した。その結果、
後に TRMとして確立される手法の素地が形成され、またそれについての理解が、住民の間に
共有されることとなった。それは、固定型 TB案のように土砂の処理方法を確立しないまま、
政府が買い上げる一つの低地を恒久的に潮溜め池とするのではなく、同一水系内の複数の低地
を同時に潮溜め池として開放し、数年間の JB実施の後、実施対象をより上流に移動させなが
ら続ける、という構想である（循環型 TB法）。固定型 TB案は住民の反対を受け取り下げら
れたが（1995 年）、住民が提案した循環型 TB法に対するWDBからの前向きな回答も得られ
なかった（SMEC 2002:6.14）。
ここへきてWDBが用意したのは、再び大型水門の増設という構造物アプローチを内容とす
る KJDRP計画だった。TRMは最終的に、この計画の大幅な修正という形で正式採用される
に至る。これを可能にしたのは、次の複数アクターによる、慣習的ではない、変化を企図した
エージェンシーである。まず、水委員会を中心とするリーダー層が、地元 NGO（Uttaran）
や NGOの全国組織の協力を得て 17）、KJDRPへの融資機関である ADBに対し、簡略版です
まされていた環境・社会的影響評価（E/SIA）を事業開始前に本格実施する必要性を訴え、評
価対象に JB（循環型 TB）法を加えることを要請する運動を展開した。次に、この要請を受け
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て E/SIAを委託された調査機関「環境地理情報サービス（EGIS：現 CEGIS）」が、地域住民
の在地の知恵・技術の有効性に注目し（CEGIS職員への聞き取り）、「潮汐河川管理（TRM）法」
と名付けたうえで、構造物アプローチととともに評価し比較した 18）。そして最後に ADBが、
地元の市民組織や NGOによる非公式ルートでの要請と、EGISによる評価の結果、これをも
とに再確認された住民の希望を受け入れ、KJDRPの計画変更と TRM採用を承認し、その継
続実施の要請をWDBに対し行ってきた（ADBバングラデシュ事務所職員への聞き取り）。
3-3. ローカルなセキュリティ実践としての TRMに残る課題
以上で見たように、TRMは、湛水により長く生活を脅かされてきた住民が試行錯誤を重ね
て編み出した、土砂管理を旨とする「在地の知恵（local knowledge）／技術」が、科学的裏付
けを得て確立された湛水解決と予防の手法である。その構想・実践には地域住民や左派政治組
織リーダー層の、また制度化には地元市民組織や NGO、専門機関、および援助機関のエージェ
ンシーが主要な役割を果たした。TRM実施に要するコストの低さゆえに、KJDRP期間中
（1994~2003 年）に開始された 1件目の TRM（2002 ～ 2005 年）の後、2件目は政府の自主財
源で開始され（2006 年）、2012 年 5 月時点も予定を延長して継続実施中である。東パキスタン
時代以来、大規模構造物の建設と海外援助に依存して進められてきたバングラデシュの水管理
において、こうした生態系サービスの回復・利用を柱とする非構造物アプローチの事業が、住
民達自身によるセキュリティ実践と、関係機関との交渉を通じて実現したことは、極めて画期
的なことである。
しかし、事業に採用されてからWDBが実施する TRMでは、多くの問題が生じ、期待され
た成果が必ずしもあげられていない。TRMがかろうじて 1か所で実施されていることで、事
業地域内の低地の湛水は、多くの場所で乾季の稲作が可能となる程度には解決・軽減されてい
るものの、雨期には依然として稲作が可能な水深を超える場所が多い。そのため、土地なし層
にとって貴重な雨期の雇用創出源であった稲作が回復されない一方で、土地保有者は、雨期の
湛水への適応として、その土地を海外市場向けのエビ養殖に転用し高収益を得る、という格差
が生じつつある。こうした問題の直接の原因は、TRMの効果的実施に必要な種々の要件が満
たされていないことにあり、現在も関係アクター間では、TRMの適切な実施方法や、所得補償、
住民参加の制度枠組み等をめぐり、公式・非公式の交渉が継続中である。この点の詳説は別稿
に譲るとし、ここでは、TRMの不適切な実施が続く背景をなし、地域住民のエージェンシー
の発現を制約している問題として、KJDRPにおいて設置された住民参加組織の機能不全につ
いて指摘するにとどめる。
まず、KJDRP実施のために設置された住民参加組織「水管理組合（Water Management 
Organizations: WMOs）」（1996-）は、事業期にはそれへの参加がWDBの創出する事業関連
雇用に就く条件とされたため、比較的高率の参加を達成していたが、事業終了後の今日、その
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組織率は 3割未満（Ahmed 2003: 24）、筆者が訪問したジェソール県ケショブプール郡の B村
では世帯数の 1割未満にとどまる。つぎに、こうした限られた参加者と、その中で選ばれる代
表層らが運営する水管理組合は、TRMの適切な実施方法をめぐるWDBとの交渉では住民サ
イドの要求を殆ど通せなかった一方で、低地に土地を保有する層が TRM実施に合意する条件
として要求する所得補償の問題に限っては、2件目の TRMの間断ない開始を阻害してまで
WDBに事前払いを確約させるという粘り強さを見せるなど、利害関係の調整機能は限定的で、
バランスを欠いている。最後に、この点のもう一つの反映として、制度的に確保されている土
地なし層・漁業従事者・女性の参加についても、実効性が疑われる。たとえば、湛水被害によっ
て雇用を失ってきた土地なし層について、土地保有層の間に「彼らは移動して他所で雇用を見
つけることができた」という認識が一般的であるなか、土地なし層のメンバーが水管理組合の
会議に参加し、土地保有層とともに補償要求をWDBに主張するのは容易でない。
水委員会メンバーをはじめ、水管理組合に不参加のリーダー層住民は、こうした限界を当初
より認識し、インフォーマルなルートでの交渉を続けている。彼らはこの参加のあり方につい
ても、WDBと ADBに対し、既存の官制「住民参加組織」への参加を希望しない、あるいは
参加できない利害関係者の、生活・就業スタイルに応じた多様な参加を可能とするような、柔
軟かつ多元的な住民参加の場（「マルチ・ステイクホルダー・フォーラム」）を設けるよう要請
を重ねているが、WDBからの明確な回答は得られていない。KJDRPが終了した今、同フォー
ラムの設置についてWDBに善処を求める ADBの助言にも、TRM導入時と同じ効果を期待
することはできない。
4．結論
本小論では、1章で、人間の安全保障という概念の弱点として、安全保障の主体と方法の不
明確さと、インセキュリティの構造を分析する枠組みの欠如といった問題が残ることを指摘し
た。そして、この問題を克服する手段として、センの開発論にも内在するエージェンシーの概
念について検討し、これが人間開発ならびに人間の安全保障の主体を確認するだけでなく、イ
ンセキュリティの実態・構造を明らかにし、安全保障の手段・方法を検討する枠組みを提供す
ることを明らかにした。続く 2、3 章では、このエージェンシーの分析枠組みを用いた事例研
究として、バングラデシュ南西部の住民が経験してきた生活上のインセキュリティの実態と安
全保障の実践、そしてこの実践による安全保障の達成に対する構造的制約を明らかにした。
こうしたエージェンシーへの視点に基づく事例分析の結果として明らかになったのは、第一
に、当地の人々が経験する水のインセキュリティが、一般に認識されている問題とは異なり、
過去に援助で導入された、現地の条件に適さない技術（構造物）と、国際協定によっても解決
されない国際河川問題との複合によるものであること、第二に、最終的に地域住民が選んだイ
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ンセキュリティに対する安全保障の手段は、政府や援助機関ではなく、自分達の知識・経験・
実践をもとに構築してきた非構造物アプローチの手法であること、第三に、地域住民の交渉を
通じて制度化されたその安全保障の手法は、彼らのエージェンシーを反映しない官制住民参加
組織と、政府の構造物アプローチへの執着のために効果を発揮しきれず、地域住民、とりわけ
底辺層住民の生活が、依然として湛水により脅かされ続けていることである。
以上のように、人々が自分たちにとって中心的な価値を守るための実践として、人間の安全
保障の取り組みを成功させるためには、支援者は、エージェンシーを不可分の分析概念・作業
として導入することにより、人々の行為・経験・認識を通してインセキュリティの実態と、セ
キュリティへの志向および実践、また構造的な制約要因を理解する必要があり、それが可能で
ある。
ただし、センにおいて、エージェンシーはしばしば参加に関連付けられている点には注意が
必要である（1999:87, 2000:18）。人間開発・人間の安全保障において、参加は人々のエンパワー
メントの一環に位置づけられる。しかし、人々を開発の中心・主体に据えるために援助機関が
開発途上国政府に参加型開発を要請し、そうして設置されてきた「住民組織」も、上記の事例
では、住民がエージェンシーを発現する場としては既に信頼を失い、利害調整機能を十分に果
たせていない。人間の安全保障をエージェンシー概念で強化しながら、その実態の検討と支援
に取り組むうえでは、これまでの参加型開発の教訓をふまえ、それが本来は「いかに対象者を
参加させるかではなく」、いかに外部者が他者（支援対象者）の社会・実践に関与するかを問
う課題であることについて（佐藤寛 2003：30）、再検討する必要があるだろう。
注
１）本研究のもととなる研究・調査は、主に文部科学省科学研究費補助金（基盤 C：平成 20~22 年度）を
受けて実施した。バングラデシュでの現地調査は（2009-2010 年）、バングラデシュ水資源省水開発局、
地方自治・農村開発・協同組合省地方自治技術局、バングラデシュ水パートナーシップ、環境地理情
報サービスセンター、水理モデル研究所の担当者の方々、Uttaran、Pani Committeeほかの多くの市
民組織・NGOの方々、そして湛水被害地域の評議会役員と多くの住民の皆様から得た多大な厚意と
助力によって実現した。ここに記して心より感謝申し上げます。
２）WSCJは、当時の森喜朗首相や経団連会長ほかを発起人として TWJと同時に設立された組織であり、
超党派の国会議員、産業界・学会の代表、有識者らが構成する。TWJの活動に対する支援、また政府・
TWJとの意見交換を業務とする（チーム・水日本）。
３）2011 年 10 月時点で 35 ある課題ごとに、複数の企業や政府関係機関、地方自治体、学会・協会、
NPO、個人が参加している。
４）神田浩史氏（前世界水フォーラム市民ネットワーク事務局長）への聞き取り（2010 年 6 月）
５）UNDP（1994）によれば、人間の安全保障とは、「人々の選択の幅を拡大する過程」としての「人間
開発」を持続可能とすること、換言すれば、人々が自己の選択権を妨害されずに自由に行使でき、し
かも今日ある選択の機会が将来も失われないという確信を持てるようにすることである。これには、
飢餓や病気、抑圧などの脅威に人々が慢性的に直面している状況からの脱却を図ることと、日常生活
が紛争や災害などで突然に破壊されて困らないように保護することの二側面がある。いずれにおいて
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も、経済や食糧、健康、環境、個人、地域社会、政治など、多様な側面・レベルでの取り組みが必要
となる。こうして人間安全保障は、恐怖からの自由、ならびに欠乏からの自由という二つの要素から
成るものとして達成されなければならない（22－34）。
６）CHS報告書による定義は、言い換えれば、「人が生きていく上でなくてはならない基本的自由を擁護し、
広範かつ深刻な脅威や状況から人間を守ること」となる (人間の安全保障委員会 2003:10)。
７）「保護」は、短期のうちに生存・生活の条件が悪化する危険性（ダウンサイド・リスク）から人々を守
ることである。「能力強化（エンパワーメント）」は、厳しい環境下でも人々が自分の力を発揮し、そ
こから脱却できるようにすることである（人間の安全保障委員会 2003:18）。
８）CHSは、人間の安全保障が「人間中心である」ことの根拠に、「多様な脅威から人々を保護すること
に焦点をあてる」点を挙げ、またその担い手に「国際機関、地域機関、非政府機関、市民社会など」
を挙げながら、そこに「人々自身」を明示してはいない（人間の安全保障委員会 2003:13）。
９）オックスフォード英語辞典によれば、エージェンシーとは、第一に、エイジェントとしての機能・能力、
つまり行為する、ないしは何かの働きを行う能力を意味し、第二に、ある目的・結果を実現する手段・
媒介としての働き・作用、第三に、人など何かの存在物に具現される仲介の働きを意味する。つまり、
エージェンシーは、何かの目的・結果のために行為を実行し、その作用・効果・影響力を及ぼす能力
である。それは何か全体や大枠の一部を成すが、その中で能動的に活動し、作用を及ぼす働きや能力
を指す概念といえる。
10）ここで、本質的（あるいは実質的）自由とは、人々がそれぞれ価値を認める様々な事柄や状態（機能）
を選択し達成する可能性（ケイパビリティ）のこととされる。
11）1980 年代後半から 90 年代初頭にかけ、欧米の社会学における開発研究者の間では、資本蓄積を軸と
する開発と社会変容の分析・説明が、世界経済の構造的規定性を重視し、また開発事業単位の実態分
析が、政府主導型開発の権力性を批判するあまり、開発途上社会の多様な変化の実態や、事業地域住
民の多様な実践の可能性を捉えきれないことについて、疑問や反省がひろがっていた (Kiely 1995)。
こうした反省を踏まえた傾向として、1990 年代以降、開発にともなう社会変容の実態分析にエージェ
ンシーの概念を導入する研究が増えつつある（Schuurman 1993, Booth 1994, Cleaver 2001, Wright 
and Middendorf 2007）。これらは、エージェンシーの理解を通じ、マクロな権力関係を含む構造と、
グローバル化を生きる人々の日常的実践のいずれか一面ではなく両面を射程に含み、その動態的な関
係を捉える試みと見ることができる。こうした試みが、開発研究にどのような成果をもたらしている
かの検討は、今後の研究課題としたい。
12）満潮にかけて逆流が生じる下流域の川が、満潮ないし高潮と流域での多雨の重なりによって氾濫する
地域。
13）ただし、前半 3回の JBのなかにも、土砂の管理への着眼がなかったわけではなく、その意味では、
当地で行われた JBは初期のものも含め、バングラデシュ各地で報告されてきた、種々の目的による
堤外排水のための「パブリック・カット」（Duyne 2004:117-124, 内田 1998：112）と必ずしも同じで
はない。
14）地元市民組織（後述する「水委員会」）リーダーへの聞き取り。彼は元「農民行動委員会（KSS）」（後
述）メンバーの一人として、早くから当地の湛水問題解決に取り組んできた。現在の本職はベンガル
文学を専門とする地元の学校教師である。
15）1997 年から 4年間の JBが実施されたバイナ・ビールの周辺住民への聞き取り。
16）1990 年から 4年間の JBが実施されたダカティア・ビール周辺住民への聞き取り。
17）バングラデシュ開発組織協議会（Association of Development Agencies of Bangladesh: ADAB）およ
び環境 NGO連合（Coalition of Environmental NGOs: CEN）。
18）EGISは、2002 年に水資源省から独立し、公益法人（Public Trust）CEGISとして再編された。
WDBからの委託条件に JB（循環型 TB）法は当初は含まれていなかったが、EGISが、これを類似
の固定型 TB法とともに選択肢に加えることを ADBとWDBに対して提案したことで、これが評価
対象の技術オプションに加わった。EGISはその結果、「費用対効果、持続可能性、社会経済的影響、
住民による支持の点で（TRMおよび固定型 TB手法を含む）TB手法が水門増設案に優る」と評価し
ている（EGIS1998: 123-125）。
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